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工事費の積算

①　直接工事費

１　材　料　費

　材料費は，工事を施工するために必要な材料の費用とし，その算定は次の(1)及び(2)によるものとする。

(1) 数　　量

　数量は，標準使用量に運搬，貯蔵及び施工中の損失量を実状に即して加算するものとする。

(2) 価　　格

「一般土木資材単価」の「資材単価」の「資材単価の決定について」（ｐ総則－１～）を参照。

2 　諸　経　費

(1) 諸雑費

１）諸雑費の定義

　　諸雑費は、雑材料・小器材の費用等について、積算の繁雑さを避けるため率計上するものである。

２）単価表

(イ)歩掛表に諸雑費率が記載されているもの

　　所定の諸雑費率の限度いっぱいを計上する。なお、金額は1円までとし、1円未満は切り捨てる。

(ロ)歩掛表に諸雑費率が記載されていないもの

　　諸雑費は計上しない。

３）内訳書

　　諸雑費は計上しない。

3 　端　数　処　理

(１) 端数処理

１）単価表及び内訳書の各構成要素の数量×単価＝金額は1円までとし、1円未満は切り捨てる。

２）直接工事費計は1,000円単位とし、1,000円未満は切り捨てる。

３）共通仮設費の各細別ごとの積み上げ金額は1,000円単位とし、1,000円未満は切り捨てる。

４）共通仮設費の率計上の金額は1,000円単位とし、1,000円未満は切り捨てる。

５）現場管理費の金額は1,000円単位とし、1,000円未満は切り捨てる。

６）一般管理費の金額は1,000円単位とし、1,000円未満は切り捨てる。
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②　間接工事費

１　諸経費の取扱い

（１）橋梁支承(鋼製支承ならびにゴム支承)の諸経費の取扱いは下記表による。

○は対象とする　×は対象としない

（２）鋼製砂防構造物（スリット構造およびバットレススクリーン構造に限る）の間接工事費の取り扱い

○は対象とする　×は対象としない

２ 運 搬 費 

離島地区における本土からの重機分解組立による運搬については、往復の場合、フェリー運賃を４回

（２×２）回別途計上する。 トラック台数については、表１により算出する。 

表１ 12ｔトラック換算台数 

（注）１．Ｗｋは機械質量であり，「請負工事機械経費積算要領」別表第１に記載されている機械質量とする。 

２．Ｌは中間ブーム長であり，装着ブーム長から基本ブーム長（表6.10）を減じて求める。 

３．算出された換算台数は，小数第２位を四捨五入し，小数第１位止めとする。 

表6.10　基本ブーム長

新設・補修 橋　種 共通仮設費 現場管理費 一般管理費等

新　設
綱　橋 × × ○

ＰＣ橋 ○ ○ ○

補　修
綱　橋 ○ ○ ○

ＰＣ橋 ○ ○ ○

共通仮設費 現場管理費 一般管理費等

鋼 製 砂 防 構 造 物 × × ○

機 械 区 分 

ブルドーザ 

クローラクレーン系 （基本ブーム装備）

トラッククレーン機械式 （基本ブーム装備） 

クローラ式杭打機 

オールケーシング掘削機クローラ式 

地盤改良機械

トラッククレーン油圧式 ０．０５８７Ｗｋ－１．００ 

０．０４６０Ｗｋ＋２．５８ 

０．１０Ｌ 

オールケーシング掘削機据置式・前旋回型

中間ブームクローラクレーン系及び

トラッククレーン機械式 

～30ｔ吊り 

35ｔ吊り～ 

機 械 名 

クローラクレーン系 

０．０５Ｌ 

12ｔトラック換算台数算出式（台） 

０．０６８０Ｗｋ＋０．５３ 

０．０９４６Ｗｋ－０．２７ 

０．０７０８Ｗｋ－１．０７ 

０．０９６３Ｗｋ－０．２３ 

０．０８８５Ｗｋ＋０．０４ 

０．０７９９Ｗｋ＋０．８３ 

機械ロープ式

クローラクレーン系

 油圧ロープ式 

トラッククレーン

 機械式 

吊り能力 ｔ吊り以上

５０～１００

～ ５０ 

１００～ 

５０～１００

～ ５０ 

～ｔ吊り未満

13

18

12

１００～ 

５０～１００

～ ５０ 

１００～ 

15

12

9

18

9

10

摘  要

注）35ｔ吊りは9.5ｍ 

基本ブーム長 

注）35ｔ吊りは9.5ｍ 
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３ 「処分費等」の取扱い 

「処分費等」とは，下記のものとし，「処分費等」を含む工事の積算は，当該処分費等を直接工事費に計上し，

間接工事費等の積算は，表のとおりとする。 

１）処分費（再資源化施設の受入費を含む） 

２）上下水道料金 

３）有料道路利用料 

区 分 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）＋準

備費等に含まれる処分費」に占める割合が

３％以下でかつ処分費等が３千万円以下の

場合 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）＋準

備費等に含まれる処分費」に占める割合が

３％超える場合または処分費等が３千万円

を超える場合 

共 通 

仮 設 費 
全額を率計算の対象とする。 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）＋準

備費等に含まれる処分費」に占める割合の

３％とし，３％を超える金額は，率計算の

対象としない。ただし，対象となる金額は

３千万円を上限とする。 

現 場 

管 理 費 
全額を率計算の対象とする。 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）＋準

備費等に含まれる処分費」に占める割合の

３％とし，３％を超える金額は，率計算の

対象としない。ただし，対象となる金額は

３千万円を上限とする。 

一 般 

管 理 費 等 
全額を率計算の対象とする。 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）＋準

備費等に含まれる処分費」に占める割合の

３％とし，３％を超える金額は，率計算の

対象としない。ただし，対象となる金額は

３千万円を上限とする。 

（注）１．上表の処分費等は，準備費等に含まれる処分費を含む。 

なお，準備費等とは，運搬費，準備費，安全費，役務費，技術管理費，営繕費をいう。 

２．これにより難い場合は別途考慮するものとする。 

 

４ 「長崎県産業廃棄物税相当額」の取扱い 

「長崎県産業廃棄物税相当額」は間接工事費等の率計算の対象としない。 
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土木工事標準積算基準書（総則・共通編）について 

下記のとおり改定いたします。 

 

 

１．改訂内容 

 １） 第1編 第2章 ②間接工事費 2.共通仮設費 2-1共通仮設費の率分 

  (2)共通仮設費率の補正          該当ページ：Ⅰ-2-②-7 

 

２） 第1編 第2章 ②間接工事費 3.現場管理費  

    (3)現場管理費率の補正          該当ページ：Ⅰ-2-②-39･40 

  (7)現場管理費の計算 現場管理費率標準値 該当ページ：Ⅰ-2-②-41･42 

 

３） 第1編 第3章 ①一般管理費等 4.一般管理費等率の補正 

    一般管理費等率及び算定式         該当ページ：Ⅰ-3-①-2 
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Ⅰ－2－②－7 

２) 施工地域，工事場所を考慮した共通仮設費率の補正及び計算  

イ)  施工地域，工事場所を考慮した共通仮設費率の補正は別表第１（第１表～第４表）の共通仮設費率に下表

の補正値を加算するものとする。なお，コンクリートダム，フィルダム及び電線共同溝工事には適用しない。 

    

施工地域・工事場所区分 補正値(%) 

市  街  地 2.0 

山 間 僻 地 及 び 離 島 1.0 

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合 1.5 
地方部 

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 0.0 

 

    また，以下の施工地域，工事場所及び工種区分の場合における共通仮設費率の補正は別表第 1（第 1 表～第

２表）の共通仮設費率に下表の補正係数を乗じるものとする。 

 

施工地域・工事場所区分 工種区分 補正係数 

鋼 橋 架 設 工 事 

舗 装 工 事 

電線共同溝工事 
市街地 

道 路 維 持 工 事 

1.3 

 

注１) 施工地域の区分は以下のとおりとする。  

市  街  地：施工地域が人口集中地区（ＤIＤ地区）及びこれに準ずる地区をいう。  

ＤIＤ地区とは，総務省統計局国勢調査による地域別人口密度が4,000人／㎞2

以上でその全体が5,000人以上となっている地域をいう。  

山間僻地及び離島：施工地域が人事院規則における特地勤務手当を支給するために指定した地区，

及びこれに準ずる地区をいう。  

地  方  部：施工地区が上記以外の地区をいう。  

 

注２) 施工場所の区分は以下のとおりとする。  

一般交通等の影響を受ける場合：①施工場所において，一般交通の影響を受ける場合  

②施工場所において，地下埋設物件の影響を受ける場合  

③施工場所において，50ｍ以内に人家等が連なっている場合  

 

ロ) 施工地域区分が２つ以上となる場合の取扱い  

工事場所において地域区分が２つ以上となる場合には，補正値の大きい方を適用する。 

 ハ）共通仮設費率の補正が２種類以上該当する場合の取扱い 

   共通仮設費率の補正が２種類以上該当する場合には，補正値の大きい方を適用する。 

ニ) 共通仮設費（率分）の計算  

共通仮設費(率分)＝対象額(Ｐ)×(共通仮設費率(Ｋｒ)＋施工地域・工事場所を考慮した補正値)  

ただし，共通仮設費率は別表第１の第１表～第４表による。  

３) その他  

      設計変更時における共通仮設費率の補正については，工事区間の延長等により当初計上した補正値に増減が生

じた場合，あるいは当初計上していなかったが，上記条件の変更により補正出来ることとなった場合は設計変更の対

象として処理するものとする。 
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Ⅰ－2－②－39 

ロ） 緊急工事の場合 

緊急工事は2.0％の補正値を加算するものとする。緊急工事とは，昼夜間連続作業が前提となる工事で直轄

河川災害復旧事業等事務取扱要綱第９条に示す緊急復旧事業及び直轄道路災害復旧事業事務取扱要綱第10条

に示す緊急復旧事業並びにこれと同等の緊急を要する事業とする。 

２)  大都市を考慮した現場管理費率の補正 

イ） 大都市を考慮した現場管理費率の補正は，以下の施工地域区分及び工種区分の場合において別表第１（第

１表，第２表）の現場管理費率標準値に下表の補正係数を乗じるものとする。なお，以下の施工地域区分及

び工種区分以外の場合には適用しない。 

施工地域区分 工種区分 補正係数 

鋼 橋 架 設 工 事 

舗 装 工 事 

電線共同溝工事 
大都市 

道 路 維 持 工 事 

1.2 

（注）施工地域区分は以下のとおりとする。 

大都市：札幌市，仙台市，さいたま市，川口市，草加市，千葉市，市川市，船橋市，習志野市，浦安市，

東京(23 区)，八王子市，横浜市，川崎市，相模原市，新潟市，静岡市，名古屋市，京都市，大

阪市，堺市，神戸市，尼崎市，西宮市，芦屋市，広島市，北九州市，福岡市のうち，施工地域

の区分が市街地をいう。 

市街地とは，施工地域が人口集中地区（ＤＩＤ地区）及びこれに準ずる地区をいう。 

ＤＩＤ地区とは，総務省統計局国勢調査による地域別人口密度が 4,000 人／km2以上でその全

体が 5,000 人以上となっている地域をいう。 

ロ） 施工地域区分が２つ以上となる場合の取扱い 

工事場所において地域区分が２つ以上となり，そのうち大都市を含む場合は，大都市を考慮した現場管理

費率の補正を行うものとする。 

 

３) 施工地域，工事場所を考慮した現場管理費率の補正 

イ） 施工地域，工事場所を考慮した現場管理費率の補正は別表第１（第１表～第４表）の現場管理費率標準値

に下表の補正値を加算するものとする。 

なお，コンクリートダム，フィルダム及び電線共同溝の現場管理費率を適用する工事には適用しない。 

施工地域・工事場所区分 補正値(%) 

市  街  地 1.5 

山 間 僻 地 及 び 離 島 0.5 

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合 1.0 
地方部 

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 0.0 

 

また，以下の施工地域，工事場所及び工種区分の場合における現場管理費率の補正は別表第 1の現場管理

費率標準値に下表の補正係数を乗じるものとする。 

施工地域・工事場所区分 工種区分 補正係数 

鋼 橋 架 設 工 事 

舗 装 工 事 

電線共同溝工事 
市街地 

道 路 維 持 工 事 

1.1 

 

共－7



Ⅰ－2－②－40

注１) 施工地域の区分は以下のとおりとする。  

市  街  地：施工地域が人口集中地区（ＤIＤ地区）及びこれに準ずる地区をいう。  

ＤIＤ地区とは，総務省統計局国勢調査による地域別人口密度が4,000人／㎞2

以上でその全体が5,000人以上となっている地域をいう。  

山間僻地及び離島：施工地域が人事院規則における特地勤務手当を支給するために指定した地区，

及びこれに準ずる地区をいう。  

地  方  部：施工地区が上記以外の地区をいう。  

 

注２) 施工場所の区分は以下のとおりとする。  

一般交通等の影響を受ける場合：①施工場所において，一般交通の影響を受ける場合  

②施工場所において，地下埋設物件の影響を受ける場合  

③施工場所において，50ｍ以内に人家等が連なっている場合  

 

ロ） 施工地域区分が２つ以上となる場合の取扱い 

工事場所において，地域区分が２つ以上となる場合には，補正値の大きい方を採用する。 

ハ） 現場管理費率の補正が２種類以上該当する場合の取扱い 

現場管理費率の補正が２種類以上該当する場合には，補正値の大きい方を適用する。 

４）その他  

設計変更時における現場管理費率の補正については、工事区間の延長，工期の延長短縮等により当初計上した

補正値に増減が生じた場合，あるいは当初計上していなかったが，上記条件の変更により補正出来ることとなっ

た場合は，設計変更の対象として処理するものとする。 

(4) 支給品の取扱 

１）資材等を支給するときは，当該支給品費を純工事費に加算した額を現場管理費算定の対象となる純工事費とす

る。 

(5) 現場管理費の積算において支給品，貸付機械がある場合は，次により積算する。 

１）別途製作工事で製作し，架設（据付）のみを分離して発注する場合は，当該製作費は積算の対象とする純工事

費には含めない。 

２）支給品の価格決定については，官側において購入した資材を支給する場合，現場発生資材を官側において保管

し再使用品として支給する場合とも，積算時の類似価格とする。 

３）コンクリートダム工事，フィルダム工事については，無償貸付機械等評価額及び支給電力量（基本料金含む） は，

積算の対象となる純工事費には含めない。 
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Ⅰ－2－②－41 

(6) 「処分費等」の取扱い 

「処分費等」とは，下記のものとし，「処分費等」を含む工事の積算は，当該処分費等を直接工事費に計上し，

間接工事費等の積算は，表のとおりとする。 

１）処分費（再資源化施設の受入費を含む） 

２）上下水道料金 

３）有料道路利用料 

区 分 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）＋準備費

等に含まれる処分費」に占める割合が３％以下

でかつ処分費等が３千万円以下の場合 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）＋準備費等に

含まれる処分費」に占める割合が３％超える場合ま

たは処分費等が３千万円を超える場合 

共 通 

仮 設 費 
全額を率計算の対象とする。 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）＋準備費等に

含まれる処分費」に占める割合の ３％とし，３％

を超える金額は，率計算の対象としない。ただし，

対象となる金額は３千万円を上限とする。 

現 場 

管 理 費 
全額を率計算の対象とする。 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）＋準備費等に

含まれる処分費」に占める割合の３％とし，３％を

超える金額は，率計算の 対象としない。ただし，

対象となる金額は３千万円を上限とする。 

一 般 

管 理 費 等 
全額を率計算の対象とする。 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）＋準備費等に

含まれる処分費」に占める割合の３％とし，３％を

超える金額は，率計算の対象としない。ただし，対

象となる金額は３千万円を上限とする。 

（注）１．上表の処分費等は，準備費等に含まれる処分費を含む。 

なお，準備費等とは，運搬費，準備費，安全費，役務費，技術管理費，営繕費をいう。 

２．これにより難い場合は別途考慮するものとする。 

(7) 「長崎県産業廃棄物税相当額」の取扱い 

「長崎県産業廃棄物税相当額」は間接工事費等の率計算の対象としない。 
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(７) 現場管理費の計算 

１） 施工時期，工事期間，大都市を考慮した計算 

現場管理費＝対象純工事費×{(現場管理費率標準値×補正係数)＋補正値} 

対象純工事費：純工事費＋支給品費＋無償貸付機械等評価額 

ただし，現場管理費率標準値は，別表第１（第１表，第２表）による。 

補正係数は，(３)２）大都市を考慮した現場管理費率の補正による。 

補正値は，(３)１）施工時期，工事期間等を考慮した現場管理費率の補正による。 

２） 施工時期，工事期間，施工地域，工事場所を考慮した計算 

現場管理費＝対象純工事費×(現場管理費標準値＋補正値) 

対象純工事費：純工事費＋支給品費＋無償貸与機械等評価額 

ただし，現場管理費率標準値は，別表第１（第１表～第４表）による。 

補正値は，(３)１）施工時期，工事期間等を考慮した現場管理費率の補正及び(３)３）施工地域，工事場

所を考慮した現場管理費率の補正による。 

 

別表第１                           現場管理費率標準値   

第１表 

 

対象額 

 

適用区分 

 

 

工種区分 

700万円 

以 下 

700万円を超え10億円 

以   下 

10億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする  

(2)の算定式により算出された率と

する。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする  
Ａ ｂ 

河 川 工 事 42.02 1,169.0 -0.2110 14.75 

河川・道路構造物工事  28.22    52.6 -0.0395 23.20 

海 岸 工 事 26.90   104.0 -0.0858 17.57 

道 路 改 良 工 事 32.73    80.0 -0.0567 24.71 

鋼 橋 架 設 工 事 39.06   105.6 -0.0631 28.56 

Ｐ Ｃ 橋 工 事  30.09   113.1 -0.0840 19.84 

舗 装 工 事 39.39   622.2 -0.1751 16.52 

砂防・地すべり等工事  44.58 1,281.7 -0.2131 15.48 

公 園 工 事 41.68   366.3 -0.1379 21.03 

電 線 共 同 溝 工 事 58.82 2,235.6 -0.2308 18.72 

情 報 ボ ッ ク ス 工 事  52.66 1,570.0 -0.2154 18.08 

（注） 基礎地盤から堤頂までの高さが20ｍ以上の砂防堰堤は，砂防・地すべり等工事に２％加算する。 

 

第２表 

 

対象額 

 

適用区分 

 

 

工種区分 

200万円 

以 下 

200万円を超え１億円 

以   下 

１億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする  

(2)の算定式により算出された率と

する。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする  
Ａ ｂ 

道 路 維 持 工 事 51.14 316.8 -0.1257 31.27 

河 川 維 持 工 事 41.28 166.7 -0.0962 28.34 
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第３表 

 

対象額 

 

適用区分 

 

 

工種区分 

1,000万円 

以 下 

1,000万円を超え20億円 

以   下 

20億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする  

(2)の算定式により算出された率と

する。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする  
Ａ ｂ 

共 同 溝 等 工 事 
(1) 48.95 367.7 -0.1251 25.23 

(2) 37.50 110.6 -0.0671 26.28 

ト ン ネ ル 工 事 43.96 203.6 -0.0951 26.56 

下 水 道 工 事 

(1) 33.46  50.8 -0.0259 29.17 

(2) 36.91 213.5 -0.1089 20.73 

(3) 31.58  48.4 -0.0265 27.44 

 

第４表 

 

対象額 

 

適用区分 

 

 

工種区分 

３億円 

以 下 

３億円を超え50億円 

以   下 

50億円を 

超えるもの 

下記の 

率 

とする  

(2)の算定式により算出された率と

する。 

ただし，変数値は下記による。 

下記の 

率 

とする  
Ａ ｂ 

コ ン ク リ ー ト ダ ム  22.60 301.3 -0.1327 15.56 

フ ィ ル ダ ム  33.08 166.5 -0.0828 26.20 

 

 (２) 算定式 

Ｊｏ＝Ａ・Ｎｐb   ただし，Ｊｏ：現場管理費率（％） 

Ｎｐ：純工事費（円） 

Ａ，ｂ：変数値 

（注）１．Ｊｏの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする    

       ２．対象とする純工事費については，「２．共通仮設費（２）算定方法 1)率計算による部分 の（ニ）」

及び「２．共通仮設費（２）算定方法 5)間接工事費等の項目別対象表」を参照のこと。 
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Ⅰ-2-②-44 

(８) 現場管理費入力基準表 

 

施工歩掛コード  施 工 単 位 式 

Ｊ１条件 

施工地域・工事場所を考慮した補

正及び大都市を考慮した補正施工

地域等区分番号入力 

（表 8.1） 

Ｊ２条件 

・当初設計は［０］又は空白 

・変更設計の場合は前設計の現場

管理費（千円単位） 

（保存してない場合に入力） 

Ｊ３条件 

積雪寒冷地域で施工時期が冬期と

なる場合は補正率（％）を入力し，

補正しない場合は，［０］又は空白 

Ｊ４条件 
緊急工事の場合は［１］を入力し，

補正しない場合は，［０］又は空白 

Ｊ５条件 

砂防・地すべり工事で堤体高 20ｍ

以上の場合は，［１］を入力し，補

正しない場合は，［０］又は空白 

 条件区分 

近接工事との調整を行う場合で，

現工事が補正されている場合は， 

［１］を入力する。 

補正されていない場合は，［０］又

は空白 

Ｊ６条件 

近接工事との調整を行う場合で，

現工事に現場管理費率の補正があ

る場合は，現工事の合計補正値

（％）を入力。 

補正されていない場合，又は調整

しない場合は，［０］又は空白 

Ｊ７条件 
支給品として扱う桁等購入費（円）

その他の場合は［０］又は無記入 

数  量 １ 

 

（注）１．Ｊ６条件の合計補正値には，砂防・地すべり工事で堤体高 20ｍ以上の場合の２％補正は含めないこと。 

２．Ｊ１条件の施工地域・工事場所を考慮した補正においては，コンクリートダム・フィルダム及び電線共同

溝工事は適用しない。また，大都市を考慮した現場管理費率の補正は，鋼橋架設工事，舗装工事，電線共同

溝工事，道路維持工事にのみ適用する。 

施 工 地 域 入力番号 

市 街 地 ① 

山間僻地又は離島 ② 

地方部で施工場所が一

般交通等の影響を受け

る場合 

③ 

地方部で施工場所が一

般交通等の影響を受け

ない場合 

④ 

大 都 市 ⑤ 

（注） 入力番号①～④は，施工地域・工事場所

を考慮した補正に適用する。 

表８．１ 施工地域等区分 

共－12



Ⅰ-3-①-2 

２ 付 加 利 益 

(１) 法人税，都道府県民税，市町村民税等 

(２) 株主配当金 

(３) 役員賞与金 

(４) 内部留保金 

(５) 支払利息及び割引料，支払保証料その他の営業外費用 

 

３ 一般管理費等の算定 

一般管理費等は，１及び２の額の合計額とし，別表第１の工事原価ごとに求めた一般管理費等率を当該工事原価に

乗じて得た額の範囲内とする。 

なお，一般管理費等の算定上，対象とする工事原価については，「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算 

定方法 1)率計算による部分 の（ニ）」及び「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 5)間接工事費

等の項目別対象表」を参照のこと。 

 

４ 一般管理費等率の補正 

(１) 前払金支出割合の相違による取扱い 

前払金支出割合が 35％以下の場合の一般管理費等率は，別表第２の前払金支出割合区分ごとに定める補正係

数を３で算定した一般管理費等率に乗じて得た率とする。 

(２) 契約の保証に必要な費用の取扱い 

前払金支出割合の相違による補正までを行った値に，別表第３の補正値を加算したものを一般管理費等とす

る。 

(３) 支給品等の取扱い 

資材等を支給するときは，当該支給品費は一般管理費等算定の基礎となる工事原価に含めないものとする。 

(４) 自社製品の取扱い（プレテン桁，組立式橋梁，規格ゲート，標識等を製作専門メーカーに発注する場合）に

ついて 

自社製品であっても，他社製品と同様に一般管理費等の対象とする。 

 

別表第１                一 般 管 理 費 等 率 

（１） 前払金支出割合が 35％を超え 40％以下の場合 

工 事 原 価 500 万円以下 500 万円を超え 30 億円以下 30 億円を超えるもの 

一般管理費等率 20.29％ 一般管理費等率算定式により算出された率 7.41％ 

(２) 算定式 

［一般管理費等率算定式］ 

Ｇp＝－4.63586×LOG(Ｃp)＋51.34242（％） 

ただし，Ｇp：一般管理費等率（％） 

Ｃp：工事原価（単位円） 

（注）１．Ｇpの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

        ２．対象とする工事原価については，「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 1)

率計算による部分 の（ニ）」及び「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 5)

間接工事費等の項目別対象表」を参照のこと。 

 

別表第２              一 般 管 理 費 等 率 の 補 正 

前払金支出割合区分 0％から 5％以下 5％を超え 15％以下 15％を超え 25％以下 25％を超え 35％以下 

補  正  係  数 1.05 1.04 1.03 1.01 

（注） 別表第１で求めた一般管理費等率に当該補正係数を乗じて得た率は，小数点以下第３位を四捨五入して２

位止めとする。 

 

 

別表第３               契約保証に係る一般管理費等率の補正 

保 証 の 方 法 補正値(％) 

ケース１：発注者が金銭的保証を必要とする場合（工事請負契約書第４条を採用する場合)。 0.04 

ケース２：発注者が役務的保証を必要とする場合。 0.09 

ケース３：ケース１及び２以外の場合。 補正しない 

（注）１．ケース―３の具体例は以下のとおり。 

 予算決算及び会計令第 100条の２第１項第１号の規定により工事請負契約書の作成を省略できる工事

請負契約である場合 

２．契約保証費を計上する場合は，原則として当初契約の積算に見込むものとする。 
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港湾・漁港請負工事積算基準について 

下記のとおり改定いたします。 

 

 

１．改訂内容 

 １）第1部 第2章 工事費の積算 2節 間接工事費 

    3.現場管理費 表－③現場管理費率       該当ページ：2-2-10 

    補足資料－１ 表－②現場管理費率       該当ページ：2-2-(3) 

 

２）第1部 第2章 工事費の積算 3節 一般管理費等 

    2.一般管理費等率の補正 表－④一般管理費等率 該当ページ：2-3-1 

 

３）第1部 第2章 工事費の積算 4節 その他 

  ①一時中止に伴い増加する現場経費率      該当ページ：2-4-2 

 

４）第2部 第2章 請負工事費の積算 1節 製作原価の積算 

    2－2間接製作費 表-2.1.15間接労務費率     該当ページ：2-6 

 

５）第2部 第2章 請負工事費の積算 2節 据付工事原価の積算 

    2－2間接工事費 表-2.2.5現場管理費率      該当ページ：2-11 

 

６）第2部 第2章 請負工事費の積算 4節 一般管理費等の積算 

   表-2.5.1標準一般管理費等率           該当ページ：2-14 

 

７）第3部 第1編 設計等業務 1節 計画・開発・調査等業務 

    2－2業務委託料の積算 (4)一般管理費等     該当ページ：1-1-3 

 

８）第3部 第2編 測量・調査等業務 1節 測量業務 

  2－4諸経費 別表第1              該当ページ：2-1-4 

 

９）第3部 第3編 地質調査業務 1節 地質調査業務 

  2－4諸経費 別表第1              該当ページ：3-1-4 
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掲載頁
第1部

第2章2節
間接工事費

2-2-10

第1部
第2章2節
間接工事費
2-2-(3)

第1部
第2章3節
一般管理費

2-3-1

港湾・漁港請負工事積算基準　改定内容
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掲載頁
第1部

第2章4節
その他
2-4-2

第2部
第2章1節

製作原価の積算

2-6

第2部
第2章2節

据付工事原価の

積算
2-11

第2部
第2章4節

一般管理費等の

積算
2-14

第3部
1編1節
1-1-3

港湾・漁港請負工事積算基準　改定内容
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掲載頁
第3部
2編1節
2-1-4

第3部
3編1節
3-1-4

港湾・漁港請負工事積算基準　改定内容
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電気通信設備積算基準書について 

下記のとおり改定いたします。 

 

１．改訂内容 

１）Ⅶ編 第2章 工事費の積算 ⑤間接工事費 ４ 機器間接費 2．機器管理費 

   (3)積算方法                     該当ページ：Ⅶ-2-11 

   (3)積算方法 (ﾊ)                   該当ページ：Ⅶ-2-12 

(3)積算方法 別表3、別表4               該当ページ：Ⅶ-2-14 
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掲載頁
第Ⅶ編第2章
⑤間接工事費

Ⅶ-2-11

第Ⅶ編第2章
⑤間接工事費

Ⅶ-2-12

第Ⅶ編第2章
⑤間接工事費

Ⅶ-2-14

電気通信設備積算基準書
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機械設備積算基準書について 

下記のとおり改定いたします。 

 

 

１．改訂内容 

１）第１章 一般共通 第５ 請負工事費の積算 

11 設計技術費、一般管理費等の項目別対象表 

    ・表-1･3  間接労務費率 

    ・表-1･4  工場管理費率 

    ・表-1･6  共通仮設費率 

    ・表-1･7  現場管理費率 

    ・表-1･8  据付間接費率 

    ・表-1･9  標準設計技術費率  

    ・表-1･10 標準一般管理費等率 
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ダ
ラ
イ
粉
Ａ

 

鋳
鋼

 
鋼
ダ
ラ
イ
粉
Ａ

 

銅
合
金
鋳
物

 
黄
、
青
銅
く
ず
 
鋳
物
（
並
）

 

鍛
鋼

 
鋼
ダ
ラ
イ
粉
Ａ

 

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
鋳
物

 
ア
ル
ミ
く
ず
 
機
械
鋳
物

 

（
注
）
 
表
以
外
の
材
料
は
、
別
途
当
該
材
質
の
品
目
を
適
用
す
る
。

 
 

表
－
１
・
３
 
間
 
接
 
労
 
務
 
費
 
率

 

工
 
 
種
 
 
区
 
 
分

 
間
接
労
務
費
率

(%
) 

備
 
 
 
 
 
考

 

水
門
設
備
、
除
塵
設
備

 
ダ
ム
施
工
機
械
設
備

 
７
５

 
水

門
設

備
の

う
ち

河
川

用
小

形
水

門
は

除
く

 

河
川
用
小
形
水
門
設
備
、
消
融
雪
設
備

 
鋼
製
付
属
設
備

 
６
０

 
 

揚
排
水
ポ
ン
プ
設
備
、
ト
ン
ネ
ル
換
気
設
備

 
９
０

 
 

 
表

－
１
・
４
 
工
 
場
 
管
 
理
 
費
 
率

 

工
 
 
種
 
 
区
 
 
分

 
工
場
管
理
費
率

(%
) 

備
 
 
 
 
 
考

 

水
門
設
備
、
除
塵
設
備

 
ダ
ム
施
工
機
械
設
備

 
２
０

 
水

門
設

備
の

う
ち

河
川

用
小

形
水

門
は

除
く

 

河
川
用
小
形
水
門
設
備
、
消
融
雪
設
備

 
鋼
製
付
属
設
備

 
２
５

 
  

揚
排
水
ポ
ン
プ
設
備
、
ト
ン
ネ
ル
換
気
設
備

 
３
５

 
 

 

         
現
行
の
と
お
り

 
              

表
－
１
・
３
 
間
 
接
 
労
 
務
 
費
 
率

 

工
 
 
種
 
 
区
 
 
分

 
間
接
労
務
費
率

(%
) 

備
 
 
 
 
 
考

 

水
門
設
備
、
除
塵
設
備

 
ダ
ム
施
工
機
械
設
備

 
７
５

 
水

門
設

備
の

う
ち

小
形

水
門

設
備

は
除

く
 

小
形
水
門
設
備
、
消
融
雪
設
備

 
鋼
製
付
属
設
備

 
６
０

 
 

揚
排
水
ポ
ン
プ
設
備
、
ト
ン
ネ
ル
換
気
設
備

 
９
０

 
 

 
表
－
１
・
４
 
工
 
場
 
管
 
理
 
費
 
率

 

工
 
 
種
 
 
区
 
 
分

 
工
場
管
理
費
率

(%
) 

備
 
 
 
 
 
考

 

水
門
設
備
、
除
塵
設
備

 
ダ
ム
施
工
機
械
設
備

 
２
０

 
水

門
設

備
の

う
ち

小
形

水
門

設
備

は
除

く
 

小
形
水
門
設
備
、
消
融
雪
設
備

 
鋼
製
付
属
設
備

 
２
５

 
  

揚
排
水
ポ
ン
プ
設
備
、
ト
ン
ネ
ル
換
気
設
備

 
３
５
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1－
1－

2 2
 

平
成

２
７

年
度

 
機

械
設

備
積

算
基

準
【
一

般
共

通
】
対

比
表

 
現

 
 

 
行

 
改

 
 

 
訂

 
備

 
考

 

 
表
－
１
・
６
 
共
 
通
 
仮
 
設
 
費
 
率

 
 

対
象
額

 
  

適
用
区
分

 
工
種
区
分

 

30
0万

円
以
下

 
30

0万
円
を
超
え
５
億
円
以
下

 
５

億
円

を
超

え
る

も

の
 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

水
門
設
備
、
ゴ
ム
引
布
製
起
伏

 
ゲ
ー
ト
設
備
、
ダ
ム
施
工
機
械
設
備
、

 
ダ
ム
管
理
設
備

 
19

.8
1 

24
0.

90
 

-0
.1

67
5 

8.
41

 

揚
排
水
ポ
ン
プ
設
備
（
新
設
）、

除
塵
設
備

 
17

.8
0 

21
2.

61
 

-0
.1

66
3 

7.
60

 

  
対
象
額

 
  

適
用
区
分

 
工
種
区
分

 

30
0万

円
以
下

 
30

0万
円
を
超
え
１
億
円
以
下

 
１

億
円

を
超

え
る

も

の
 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

揚
排
水
ポ
ン
プ
設
備
（
維
持
修
繕
）

 
25

.9
2 

86
79

.6
1 

-0
.3

89
8 

6.
61

 

  
対
象
額

 
  

適
用
区
分

 
工
種
区
分

 

30
0万

円
以
下

 
30

0万
円
を
超
え
２
億
円
以
下

 
２
億
円
を
超
え

 
る
も
の

 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

道
路
付
帯
設
備
（
ト
ン
ネ
ル
換
気
設
備
・
ト
ン

ネ
ル
非
常
用
施
設
・
消
融
雪
設
備
・
道
路
排
水

設
備
・
共
同
溝
付
帯
設
備
・

 
車
両
重
量
計
設
備
）

 

24
.0

1 
76

2.
79

 
-0

.2
31

9 
9.

07
 

（
１
）
 
算
定
式

 
Ｋ
ｒ
＝
Ａ
・
Ｐ

ｂ
 

た
だ
し
 
Ｋ
ｒ
 
：
共
通
仮
設
費
率
（
％
）

 
Ｐ
 
 
：
対
象
額
（
円
）

 
Ａ
・
ｂ
：
変
数
値

 
（
注
）
Ｋ
ｒ
の
値
は
、
小
数
点
以
下
第
３
位
を
四
捨
五
入
し
て
第
２
位
止
め
と
す
る
。

 

 
表
－
１
・
６
 
共
 
通
 
仮
 
設
 
費
 
率

 
 

対
象
額

 
  

適
用
区
分

 
工
種
区
分

 

30
0万

円
以
下

 
30

0万
円
を
超
え
５
億
円
以
下

 
５

億
円

を
超

え
る

も

の
 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

水
門
設
備
、
ダ
ム
施
工
機
械
設
備
、

 
ダ
ム
管
理
設
備

 
19

.8
1 

24
0.

90
 

-0
.1

67
5 

8.
41

 

揚
排
水
ポ
ン
プ
設
備
（
新
設
）、

除
塵
設
備

 
17

.8
0 

21
2.

61
 

-0
.1

66
3 

7.
60

 

   
対
象
額

 
  

適
用
区
分

 
工
種
区
分

 

30
0万

円
以
下

 
30

0万
円
を
超
え
１
億
円
以
下

 
１

億
円

を
超

え
る

も

の
 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

揚
排
水
ポ
ン
プ
設
備
（
維
持
修
繕
）

 
25

.9
2 

86
79

.6
1 

-0
.3

89
8 

6.
61

 

  
対
象
額

 
  

適
用
区
分

 
工
種
区
分

 

30
0万

円
以
下

 
30

0万
円
を
超
え
２
億
円
以
下

 
２
億
円
を
超
え

 
る
も
の

 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

道
路
付
帯
設
備

 
24

.0
1 

76
2.

79
 

-0
.2

31
9 

9.
07

 

（
１
）
 
算
定
式

 
Ｋ
ｒ
＝
Ａ
・
Ｐ

ｂ
 

た
だ
し
 
Ｋ
ｒ
 
：
共
通
仮
設
費
率
（
％
）

 
Ｐ
 
 
：
対
象
額
（
円
）

 
Ａ
・
ｂ
：
変
数
値

 
（
注
）
Ｋ
ｒ
の
値
は
、
小
数
点
以
下
第
３
位
を
四
捨
五
入
し
て
第
２
位
止
め
と
す
る
。
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1－
1－

2 3
 

平
成

２
７

年
度

 
機

械
設

備
積

算
基

準
【
一

般
共

通
】
対

比
表

 
現

 
 

 
行

 
改

 
 

 
訂

 
備

 
考

 

 
表
－
１
・
７
 
現
 
場
 
管
 
理
 
費
 
率

 
 

対
象
額

 
 

適
用
区
分

 
 

工
種
区
分

 

30
0万

円
以
下

 
30

0万
円
を
超
え
５
億
円
以
下

 
５
億
円
を
超
え

 
る
も
の

 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

水
門
設
備
、
ゴ
ム
引
布
製
起
伏
ゲ
ー
ト

 
設
備
、
ダ
ム
施
工
機
械
設
備
、

 
ダ
ム
管
理
設
備

 
20

.6
2 

41
.9

9 
-0

.0
47

7 
16

.1
5 

揚
排
水
ポ

ン
プ

設
備

、
除

塵
設

備
 

22
.6

4 
87

.2
9 

-0
.0

90
5 

14
.2

5 

  
対
象
額

 
 

適
用
区
分

 
 

工
種
区
分

 

30
0万

円
以
下

 
30

0万
円
を
超
え
２
億
円
以
下

 
２
億
円
を
超
え

 
る
も
の

 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

道
路
付
帯
設
備

 
（
ト
ン
ネ
ル
換
気
設
備
・
ト
ン
ネ
ル
非
常
用
施

設
・
消
融

雪
設
備
・
道
路
排
水
設
備
・
共
同

溝

付
帯
設
備
・
車
両
重
量
計
設
備
）

 

20
.5

6 
49

.4
1 

-0
.0

58
8 

16
.0

6 

（
１
）
 
算
定
式

 
Ｊ
ｏ
＝
Ａ
・
Ｐ

ｂ
 

た
だ
し
 
Ｊ
ｏ
 
：
現
場
管
理
費
率
（
％
）

 
Ｐ
 
 
：
対
象
額
（
円
）

 
Ａ
・
ｂ
：
変
数
値

 
（
注
）
Ｊ
ｏ
の
値
は
、
小
数
点
以
下
第
３
位
を
四
捨
五
入
し
て
第
２
位
止
め
と
す
る
。

 
 

表
－
１
・
８
 
据
 
付
 
間
 
接
 
費
 
率

 
工
 
種
 
区
 
分

 
据
付
間
接
費
率

(%
) 

備
 
 
 
考

 

水
門
設
備

 

水
門
等

 
新
設

 
１
３
０

 
 

維
持
修
繕

 
１
４
０

 

河
川
用
小
形

 
水
門
設
備

 
新
設

 
 
８
０

 
 

維
持
修
繕

 
 
９
０

 

ゴ
ム
引
布
製
起
伏
ゲ
ー
ト
設
備

 
 
９
０

 
 

揚
排
水
ポ
ン
プ
設
備

 
１
４
０

 
 

除
塵
設
備

 
１
１
０

 
 

ダ
ム
施
工
機
械
設
備

 
１
１
０

 
 

ト
ン
ネ
ル
換
気
設
備
、
ト
ン
ネ
ル
非
常

用
施
設
、

 
車
両
重
量
計
、
消
融
雪
設
備

 
１
１
０

 
 

道
路
排
水
設
備
・
共
同
溝
付
帯
設
備

 
 
９
０

 
 

ダ
ム
管
理
設
備

(流
木
止
設
備
以
外

) 
１
３
０

 
 

流
木
止
設
備

 
 
８
０

 
 

鋼
製
付
属
設
備

 
 
６
５

 
単
独
工
事
に
適
用

 
 

 
表
－
１
・
７
 
現
 
場
 
管
 
理
 
費
 
率

 
 

対
象
額

 
 

適
用
区
分

 
 

工
種
区
分

 

30
0万

円
以
下

 
30

0万
円
を
超
え
５
億
円
以
下

 
５
億
円
を
超
え

 
る
も
の

 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

水
門
設
備
、
ダ
ム
施
工
機
械
設
備
、

 
ダ
ム
管
理
設
備

 
21

.3
0 

47
.1

6 
-0

.0
53

3 
16

.2
2 

揚
排

水
ポ

ン
プ

設
備

、
除

塵
設

備
 

23
.8

3 
10

5.
57

 
-0

.0
99

8 
14

.3
0 

  
対
象
額

 
 

適
用
区
分

 
 

工
種
区
分

 

30
0万

円
以
下

 
30

0万
円
を
超
え
２
億
円
以
下

 
２
億
円
を
超
え

 
る
も
の

 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

道
路
付
帯
設
備

 
21

.7
8 

59
.5

1 
-0

.0
67

4 
16

.4
1 

 
  （
１
）
 
算
定
式

 
Ｊ
ｏ
＝
Ａ
・
Ｐ

ｂ
 

た
だ
し
 
Ｊ
ｏ
 
：
現
場
管
理
費
率
（
％
）

 
Ｐ
 
 
：
対
象
額
（
円
）

 
Ａ
・
ｂ
：
変
数
値

 
（
注
）
Ｊ
ｏ
の
値
は
、
小
数
点
以
下
第
３
位
を
四
捨
五
入
し
て
第
２
位
止
め
と
す
る
。

 
 

表
－
１
・
８
 
据
 
付
 
間
 
接
 
費
 
率

 
工

 
種
 
区
 
分

 
据
付
間
接
費
率

(%
) 

備
 
 
 
考

 

水
門
設
備

 

水
門
等

 
新
設

 
１
３
０

 
 

維
持
修
繕

 
１
４
０

 

小
形
水
門
設
備

 
新
設

 
 
８
０

 
 

維
持
修
繕

 
 
９
０

 

ゴ
ム
引
布
製
起
伏
ゲ
ー
ト
設
備

 
 
９
０

 
 

揚
排
水
ポ
ン
プ
設
備

 
１
４
０

 
 

除
塵
設
備

 
１
１
０

 
 

ダ
ム
施
工
機
械
設
備

 
１
１
０

 
 

ト
ン
ネ
ル
換
気
設
備
、
ト
ン
ネ
ル
非
常
用
施
設
、

 
車
両
重
量
計
、
車
両
計
測
設
備
、
消
融
雪
設
備
、

 
駐
車
場
設
備
、
道
路
用
昇
降
設
備

 
１
１
０

 
 

道
路
排
水
設
備
・
共
同
溝
付
帯
設
備

 
 
９
０

 
 

ダ
ム
管
理
設
備

(流
木
止
設
備
以
外

) 
１
３
０

 
 

流
木
止
設
備

 
 
８
０

 
 

鋼
製
付
属
設
備

 
 
６
５

 
単
独
工
事
に
適
用
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1－
1－

2 4
 

平
成

２
７

年
度

 
機

械
設

備
積

算
基

準
【
一

般
共

通
】
対

比
表

 
現

 
 

 
行

 
改

 
 

 
訂

 
備

 
考

 

  
対
象
額

 
  

適
用
区
分

 
工
種
区
分

 

10
00

万
円
以
下

 
10

00
万
円
を
超
え

10
億
円
以
下

 
10

億
円
を
超

え
 

る
も
の

 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

水
 

門
 

設
 

備
 

河
川
用
水
門
、
ダ
ム
用
水
門
、
放
流

管
、
取
水
設
備
、
小
容
量
放
流
設
備

用
ゲ
ー
ト
・
バ
ル
ブ

 
3.

32
 

23
.5

89
 

-0
.1

21
7 

1.
89

 

ゴ
ム
引
布
製
起
伏
ゲ
ー
ト
設
備

 
4.

22
 

74
3.

22
 

-0
.3

20
9 

0.
96

 

揚
排
水
ポ
ン
プ
設
備

 
4.

47
 

65
.9

10
 

-0
.1

66
9 

2.
07

 

ダ
ム
施
工
機
械
設
備

 
4.

28
 

13
.5

80
 

-0
.0

71
7 

3.
07

 

ト
ン
ネ
ル
換
気
設
備

 
2.

77
 

47
.9

25
 

-0
.1

76
9 

1.
23

 

  
対
象
額

 
  

適
用
区
分

 
工
種
区
分

 

50
0万

円
以
下

 
50

0万
円
を
超
え
２
億
円
以
下

 
２
億
円
を
超
え

 
る
も
の

 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

河
川
用
小
形
水
門
設
備

 
3.

68
 

35
0.

05
 

-0
.2

95
3 

1.
24

 

除
塵
設
備

 
3.

77
 

17
0.

04
 

-0
.2

46
9 

1.
52

 

ダ
ム
管
理
設
備

 
3.

62
 

70
.1

64
 

-0
.1

92
2 

1.
78

 

ト
ン
ネ
ル
非
常
用
施
設

 
3.

21
 

43
.5

30
 

-0
.1

69
0 

1.
72

 

車
両
重
量
計

 
3.

55
 

25
.9

21
 

-0
.1

28
9 

2.
21

 

消
融
雪
設
備

 
2.

80
 

35
1.

05
 

-0
.3

13
1 

0.
88

 

道
路
排
水
設
備
・
共
同
溝
付
帯
設
備

 
4.

34
 

40
.4

25
 

-0
.1

44
7 

2.
54

 

鋼
製
付
属
設
備
（
単
独
工
事
に
適
用
）

 
3.

68
 

35
0.

05
 

-0
.2

95
3 

1.
24

 

（
１
）
 
算
定
式

 
Ｓ
ｅ
＝
Ａ
・
Ｐ

ｂ
 

た
だ
し
 
Ｓ
ｅ
 
：
設
計
技
術
費
率
（
％
）

 
Ｐ
 
 
：
対
象
額
（
円
）

 
Ａ
・
ｂ
：
変
数
値

 
（
注
）
Ｓ
ｅ
の
値
は
、
小
数
点
以
下
第
３
位
を
四
捨
五
入
し
て
第
２
位
止
め
と
す
る
。

 

  
対
象
額

 
  

適
用
区
分

 
工
種
区
分

 

10
00

万
円
以
下

 
10

00
万
円
を
超
え

10
億
円
以
下

 
10

億
円
を
超
え

 
る
も
の

 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

水
門
設
備
（
小
形
水
門
設
備
除
く
）

 
3.

32
 

23
.5

89
 

-0
.1

21
7 

1.
89

 

ゴ
ム
引
布
製
起
伏
ゲ
ー
ト
設
備

 
4.

22
 

74
3.

22
 

-0
.3

20
9 

0.
96

 

揚
排
水
ポ
ン
プ
設
備

 
4.

47
 

65
.9

10
 

-0
.1

66
9 

2.
07

 

ダ
ム
施
工
機
械
設
備

 
4.

28
 

13
.5

80
 

-0
.0

71
7 

3.
07

 

ト
ン
ネ
ル
換
気
設
備
、
駐
車
場
設
備
、

 
道
路
用
昇
降
設
備

 
2.

77
 

47
.9

25
 

-0
.1

76
9 

1.
23

 

    
対
象
額

 
  

適
用
区
分

 
工
種
区
分

 

50
0万

円
以
下

 
50

0万
円
を
超
え
２
億
円
以
下

 
２
億
円
を
超
え

 
る
も
の

 

下
記
の
率
と

 
す
る
。

 

(1
)の

算
定
式
よ
り
算
出
さ
れ
た

 
率
と
す
る
。
た
だ
し
、
変
数
値
は

 
下
記
に
よ
る
。

 
下
記
の
率
と

 
す
る
。

 
Ａ

 
ｂ

 

小
形
水
門
設
備

 
3.

68
 

35
0.

05
 

-0
.2

95
3 

1.
24

 

除
塵
設
備

 
3.

77
 

17
0.

04
 

-0
.2

46
9 

1.
52

 

ダ
ム
管
理
設
備

 
3.

62
 

70
.1

64
 

-0
.1

92
2 

1.
78

 

ト
ン
ネ
ル
非
常
用
施
設

 
3.

21
 

43
.5

30
 

-0
.1

69
0 

1.
72

 

車
両
重
量
計
、
車
両
計
測
設
備

 
3.

55
 

25
.9

21
 

-0
.1

28
9 

2.
21

 

消
融
雪
設
備

 
2.

80
 

35
1.

05
 

-0
.3

13
1 

0.
88

 

道
路
排
水
設
備
・
共
同
溝
付
帯
設
備

 
4.

34
 

40
.4

25
 

-0
.1

44
7 

2.
54

 

鋼
製
付
属
設
備
（
単
独
工
事
に
適
用
）

 
3.

68
 

35
0.

05
 

-0
.2

95
3 

1.
24

 

（
１
）
 
算
定
式

 
Ｓ
ｅ
＝
Ａ
・
Ｐ

ｂ
 

た
だ
し
 
Ｓ
ｅ
 
：
設
計
技
術
費
率
（
％
）

 
Ｐ
 
 
：
対
象
額
（
円
）

 
Ａ
・
ｂ
：
変
数
値

 
（
注
）
Ｓ
ｅ
の
値
は
、
小
数
点
以
下
第
３
位
を
四
捨
五
入
し
て
第
２
位
止
め
と
す
る
。
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1－
1－

2 5
 

平
成

２
７

年
度

 
機

械
設

備
積

算
基

準
【
一

般
共

通
】
対

比
表

 
現

 
 

 
行

 
改

 
 

 
訂

 
備

 
考

 

 
表
－
１

・
１
０
 
標
 
準
 
一
 
般
 
管
 
理
 
費
 
等
 
率

 

対
 
 
象
 
 
額

 
標
準
一
般
管
理
費
等
率

 

５
０
０
万
円
以
下

 
１
６
．
０
３
 
％

 

５
０
０
万
円
を
超
え

 
３
０
億
円
以
下

 

Ｇ
１
＝
－
１
．
５
４
３
４
Ｌ
ｏ
ｇ
（
Ｃ

１
）
＋
２
６
．
３
６
８

 
た
だ
し
、
Ｇ

１
 
：
標
準
一
般
管
理
費
等
率
（
％
）

 
Ｃ

１
 
：
対
象
額
（
単
位
：
円
）

 

３
０
億
円
を
超
え
る
も
の

 
１
１
．
７
４
 
％

 

（
注
）
 
Ｇ

１
の
値
は
、
小
数
点
以
下
第
３
位
を
四
捨
五
入
し
て
第
２
位
止
め
と
す
る
。

 
 

表
－
１
・
１
１
 

前
 
払
 
金
 
支
 
出
 
割
 
合
 
補
 
正
 
係
 
数

 

前
払
金
支
出
割
合

 
区
 
 
 
 
 
分

 
０
％
か
ら

 
５
％
以
下

 
５
％
を
超
え

 
１
５
％
以
下

 
１
５
％
を
超
え

 
２
５
％
以
下

 
２
５
％
を
超
え

 
３
５
％
以
下

 
３
５
％
を
超
え

 
４
０
％
以
下

 

補
正
係
数

 
１
．
０
５

 
１
．
０
４

 
１
．
０
３

 
１
．
０
１

 
１
．

０
０

 

（
注
）
 
な
お
、
各
機
関
で
別
途
定
め
て
い
る
と
こ
ろ
は
各
機
関
の
定
め
に
よ
る
。

 
 

表
－
１
・
１

２
 
機
 
器
 
単
 
体
 
費
 
補
 
正
 
係
 
数

 
 

Ｋ
 

Ｒ
＝
１

 －
  

１
．
２
５

 
 

た
だ
し
、
Ｒ
：
機
器
単
体
費
補
正
係
数
（
小
数
）

 
Ｋ
：
工
事
原
価
に
占
め
る
機
器
単
体
費
の
比
率
（
小
数
）

 
 

（
注
）
 
Ｒ
及
び
Ｋ
は
、
小
数
点
以
下
第
３
位
を
四
捨
五
入
し
て
第
２
位
止
め
と
す
る
。

 
 

 
表
－
１
・
１
０
 
標
 
準
 
一
 
般
 
管
 
理
 
費
 
等
 
率

 

対
 
 
象
 
 
額

 
標
準
一
般
管
理
費
等
率

 

５
０
０
万
円
以
下

 
２
１
．
７
８
 
％

 

５
０
０
万
円
を
超
え

 
３
０
億
円
以
下

 

Ｇ
１
＝
－
３
．
５
９
８
１
Ｌ
ｏ
ｇ
（
Ｃ

１
）
＋
４
５
．
８
８
３

 
た
だ
し
、
Ｇ

１
 
：
標
準
一
般
管
理
費
等
率
（
％
）

 
Ｃ

１
 
：
対
象
額
（
単
位
：
円
）

 

３
０
億
円
を
超
え
る
も
の

 
１
１
．
７
８
 
％

 

（
注
）
 
Ｇ

１
の
値
は
、
小
数
点
以
下
第
３
位
を
四
捨
五
入
し
て
第
２
位
止
め
と
す
る
。

 
 

    
現
行
の
と
お
り
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設計業務等標準積算基準書について 

下記のとおり改定いたします。 

 

 

１．改訂内容 

(1) 第1編測量業務 第1章 第1節 1-4測量業務費の積算方式 

 別表第１ (1)諸経費率標準値  ［該当ページ1-1-3］ 別紙1参照 

 

(2) 第2編地質調査業務 第1章 第1節 1-3地質調査業務費の積算方式 

 別表第１ (1)諸経費率標準値  ［該当ページ2-1-5］ 別紙2参照 

 

(3) 第3編設計業務 第1章 第1節 1-3業務委託料の積算 

     (ニ)一般管理費等  ［該当ページ3-1-2］ 別紙3参照 
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